
【整理番号12】

（ ）

Ⅰ　基本事項

地区名 神湊
カミナト

(東京
トウキョウ

) 事業主体 東京都

陸揚金額 792 百万円

１．地区概要

漁港名（種別）

事後評価書（期中の評価）

都道府県名 東京都

事業名 水産資源環境整備事業 水産生産基盤整備事業

期中評価実施の理由 ④関係市町村 八丈町

神湊
カミナト

漁港（第４種） 漁場名 ‐

人

陸揚量 980 トン

登録漁船隻数 63 隻 利用漁船隻数 86 隻

主な漁業種類 棒受網,底魚一本釣,刺網 主な魚種 きんめだい,とびうお類,あじ類

漁業経営体数 79 経営体 組合員数 399

地区の特徴

　本地区の神湊漁港は、八丈島の水産物流拠点であり、伊豆諸島最大の陸揚
量を誇る。また、他県船の避難・前進基地として利用され、排他的経済水域
の漁業活動において重要な役割を果たしている。

２．事業概要

事業目的

　排他的経済水域における漁業の避難・前進基地としての機能向上を図る。
具体的には、外郭施設や係留施設の整備により、他県船用休憩岸壁や航路・
泊地の静穏度向上等を図る。
　また、漁業活動の効率化を図るため、岸壁及び船揚場等の整備を行う。

主要工事計画

(1)防波堤L=155m,(1)防波堤(改良)L=252m,(4)防波堤L=15m,
護岸(改良)L=165m,-4.5m岸壁L=63.1m,-3.0m岸壁L=49.5m,
-4.5m岸壁(改良)L=93m,-3.0m岸壁(改良)L=50m,

-5.0m岸壁(改良)L=105m,船揚場L=35m,-3.0m泊地浚渫A=710m
2
,

-4.5m泊地浚渫A=560m
2
,-4.5m泊地浚渫A=4912m

2
,-5.5m航路浚渫A=1100m

2
,

(1)道路L=90m,(4)道路L=57m,駐車場(2)A=450m
2
,用地(2)A=370m

2
,

用地(3)A=600m
2
,用地(4)A=400m

2
,用地(5)A=790m

2
,用地(6)A=290m

2
,

護岸敷(補修)A=420m
2

事業費 事業期間10,377百万円 平成24年度～平成38年度

既投資事業費 3,635百万円 事業進捗率(%) 35%
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Ⅱ　点検項目

総費用（千円）

便益算定項目について変更がある場合はその項目と変更の理由

　外来漁船の避難・前進基地となる岸壁の追加に伴い、外来漁船の操業経費削減、操業時間
の延長及び出漁日数の増加を便益として追加した。

総便益（千円） 6,680,948 11,861,854

1.10 1.32

総費用の変更の理由

　避難・前進基地として外来船受け入れ機能の向上を図るための岸壁や航路への越波を防ぐ
ための防波堤改良の追加により、費用が増加した。

費用便益比(B/C)

直前の評価 今回の評価

その他費用対効果分析に係る要因の変化

　事業完了年度を平成33年度から平成38年度に変更した。また、費用対効果分析の基準年を
見直した。

※別紙「費用対効果分析集計表」のと
おり

6,068,887 8,988,431

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
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Ⅲ　総合評価

　特になし

２．漁業情勢、社会経済情勢の変化

（１）漁業情勢及び漁港施設、漁場施設等の利用状況と将来見通し

計画策定後の漁業集落に関わる社会経済状況、自然状況の当初想定との相違と将来見通し

　当初想定と相違なし

漁業形態、流通形態について当初想定との相違と将来見通し

　当初想定と相違なし

　引き続き(1)防波堤等の外郭施設の整備を進め、港内静穏度の向上や越波対策を実施してほ
しいという意向がある。また、地元漁船と外来漁船との輻輳を避けるため、外来漁船用の岸
壁を整備してほしいという意向がある。

漁港施設等の利用状況について当初想定との相違と将来見通し

　計画当初と比較して外来漁船の利用ニーズが高まっており、外来漁船の利用・避難時
等に地元漁船との輻輳が生じている状況である。このため、静穏度の確保された外来漁
船用の岸壁を整備する必要が生じた。

（２）その他社会情勢の変化

　該当なし

４．関連事業の進捗状況

３．事業の進捗状況

　平成28年度までに(1)防波堤(改良)、(4)防波堤、船揚場、-4.5m岸壁・-3.0m岸壁及び用地
(2)～(6)の整備を実施し、進捗率は35%であり計画どおりの進捗である。今後は、(1)防波
堤、(1)防波堤(改良)消波、-4.5m岸壁等の整備を計画的に実施する予定である。

　本事業は、伊豆諸島最大の陸揚量を誇る八丈島の水産物流拠点（陸揚基地）であり、排他的経
済水域の漁業活動の拠点（避難・前進基地）として重要な役割を担っている当該地区において、
外来船・地元船の利便性・安全性向上を図るために、外郭施設、係留施設等の整備を行うもので
あり、事業の進捗率も35％と順調に推移している。
　残る事業においても、外来船・地元船の利便性・安全性向上を図る上で必要不可欠な事業であ
り、地元も港内静穏度の向上及び越波対策に強い関心を持ち、要望もあがっているところであ
る。
　また、貨幣化が可能な効果について、費用対効果分析を行ったところ、１．０を超えており、
経済効果についても確認されている。
　さらに、事業効果のうち貨幣化が困難な効果についても、観光業等と連携した第６次産業化や
地産地消の推進による地域産業の活性化や、排他的経済水域における離島漁業活動の多面的機能
（海難救助機能、海域環境モニタリング）の強化が図られるものと考えられる。
　以上の結果から、本事業の必要性及び経済性は高いと認められることから、計画を変更の上、
事業を継続することは妥当と判断される。

６．事業コスト縮減等の可能性

②防波堤改良に伴い、既設消波ブロックの撤去が生じるため、アンコ材とする等の有効活用
を図る。

７．代替案の実現可能性

　該当事業なし

５．地元（受益者、地方公共団体等）の意向
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

④漁獲物付加価値化の効果

漁業就労環境の向上 ⑤漁業就労環境の労働環境改善効果

その他

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

⑬漁港利用者の利便性向上効果

⑥生活環境の改善効果

23,963

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名 神湊東京都

水産生産基盤整備事業（特定） 50年施設の耐用年数

①観光事業と連携した６次産業化や地産地消の推進による地域産業の活性化が図られる。
②排他的経済水域における漁業活動の多面的機能（海難救助機能、海域環境モニタリング機能
等）の強化が図られる。

1,668,259

5,942,418

1,223,582

2,891,358

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

③漁獲可能資源の維持・培養効果

1.32

生活環境の向上

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果

⑨避難・救助・災害対策効果

8,988,431

非常時・緊急時の対処

⑩自然環境保全・修復効果

112,274

11,861,854

⑭その他



当初の事業計画

見直し後の事業計画

水産生産基盤整備事業 神湊（東京）地区 事業概要図
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１．事業概要

（１） ：

（２） ：

（３） ：

（４） ：

神湊（東京）地区　水産生産基盤整備事業の効用に関する説明資料

事 業 目 的 　排他的経済水域における漁業の避難・前進基地としての機能向上を
図る。具体的には、外郭施設や係留施設の整備により、他県船用休憩
岸壁や航路・泊地の静穏度向上等を図る。
　また、漁業活動の効率化を図るため、岸壁及び船揚場等の整備を行
う。

主 要 工 事 計 画 (1)防波堤L=155m,(1)防波堤(改良)L=252m,
(4)防波堤L=15m,護岸(改良)L=165m,-4.5m岸壁L=63.1m,
-3.0m岸壁L=49.5m,-4.5m岸壁(改良)L=93m,
-3.0m岸壁(改良)L=50m,-5.0m岸壁(改良)L=105m,
船揚場L=35m,-3.0m泊地浚渫A=710m2,
-4.5m泊地浚渫A=560m2,-4.5m泊地浚渫A=4912m2,
-5.5m航路浚渫A=1100m2,(1)道路L=90m,(4)道路L=57m,
駐車場(2)A=450m2,用地(2)A=370m2,用地(3)A=600m2,用地(4)A=400m2,
用地(5)A=790m2,用地(6)A=290m2,護岸敷(補修)A=420m2

事 業 費 10,377百万円

工 期 平成24年度～平成38年度
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２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

(1)防波堤

(1)防波堤(改良)

(4)防波堤

護岸(改良)

-4.5m岸壁

-3.0m岸壁

-4.5m岸壁(改良)

-3.0m岸壁(改良)

-5.0m岸壁(改良)

船揚場

-3.0m泊地浚渫

-4.5m泊地浚渫

-4.5m泊地浚渫

-5.5m航路浚渫

(1)道路

(4)道路

駐車場(2)

用地(2)

用地(3)

用地(4)

用地(5)

用地(6)

護岸敷（補修）

（３）年間標準便益

総便益額（現在価値化） ② 11,861,854

Ａ＝290㎡ 5,198
Ａ＝420m2 65,000

Ａ＝4,912㎡ 252,000
Ａ＝1,100㎡ 10,765
Ｌ＝90m 13,991

総費用総便益比

総費用（現在価値化） ① 8,988,431

区分 算定式 数値

②÷① 1.32

施設名 整備規模 事業費（千円）

Ｌ＝105m 291,000

計 10,376,723

Ａ＝600㎡ 5,078
Ａ＝400㎡ 127,158
Ａ＝790㎡ 20,394

Ｌ＝57m 6,737
Ａ＝450㎡ 1,074
Ａ＝370㎡ 10,701

Ｌ＝35m 329,957
Ａ＝710㎡

漁獲機会の増大効果 372,563

・防波堤の整備に伴う出漁日数の増加
・防波堤の整備に伴う地元漁船の操業時間の延長
・防波堤等の整備に伴う外来船の操業時間の延長
・防波堤等の整備に伴う外来船の操業日数の増加

漁業就労環境の労働環境改善効果 1,197
・防波堤・船揚場整備に伴う労働環境の改善
・防波堤等の整備に伴う荒天時見回り作業の安全性向上
・防波堤等の整備に伴う陸揚作業の安全性向上

　　　　　　　　          区分
効果項目

年間標準便益額
（千円）

効果の要因

水産物生産コストの削減効果 84,299

・防波堤、船揚場の整備に伴う荒天時の漁船上下架時間
  の短縮
・防波堤等の整備に伴う荒天時見回り回数の減少
・防波堤等の整備に伴う陸揚作業時間の短縮
・防波堤等の整備に伴う港内操船時間の短縮
・防波堤等の整備に伴う漁船耐用年数の延長
・防波堤等の整備に伴う係船ロープ等の経費の削減
・駐車場及び野積場整備に伴う混雑緩和による時間短縮
・係留施設の整備に伴う陸上輸送費の削減
・係留施設の整備の伴う準備作業時間の短縮
・防波堤等の整備に伴う外来船の操業経費の削減

漁獲可能資源の維持培養効果 56,948 ・防波堤の整備に伴い創出される資源培養効果

維持管理費等 32,500

総費用（消費税込み） 10,409,223

現在価値化後の総費用 8,988,431

その他 5,025 ・船揚場整備によるプレジャー船利用利便の向上

計 693,272

258,675
Ａ＝560㎡ 14,056

内、消費税

Ｌ＝155m 3,140,675
Ｌ＝252m 4,053,887

Ｌ＝49.5m 237,642
Ｌ＝93m 405,000
Ｌ＝50m 128,000

Ｌ＝15m 304,446
Ｌ＝165m 453,000
Ｌ＝63.1m 242,289

715,446

総費用（消費税抜） 9,693,777

避難・救助・災害対策効果 173,240 ・漁港整備に伴う海難損失の回避
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（４）費用及び便益の現在価値算定表

事業費
（維持管理
費含む）

事業費
（税抜）

現在価値
（維持管理
費含む）

③ ①×②×③

-4 24 1,239,281 1,180,268 1,438,738

-3 25 862,591 821,515 966,601

-2 26 458,897 424,905 459,577

-1 27 845,954 783,291 814,623

0 28 230,500 213,426 213,426

1 29 342,500 317,130 304,933

2 30 458,500 424,537 392,508

3 31 707,500 655,093 582,375

4 32 1,074,500 994,907 850,451

5 33 1,402,500 1,298,611 1,067,364

6 34 600,500 556,019 439,430

7 35 700,500 648,611 492,891

8 36 670,500 620,833 453,637

9 37 439,500 406,944 285,913

10 38 350,500 324,537 219,246

11 39 500 463 301

12 40 500 463 289

13 41 500 463 278

14 42 500 463 267

15 43 500 463 257

16 44 500 463 247

17 45 500 463 238

18 46 500 463 229

19 47 500 463 220

20 48 500 463 211

21 49 500 463 203

50 78 500 463 65

51 79 500 463 63

52 80 500 463 60

53 81 500 463 58

54 82 500 463 56

55 83 500 463 54

56 84 500 463 51

57 85 500 463 50

58 86 500 463 48

59 87 500 463 46

60 88 500 463 44

10,409,223 9,693,777 8,988,431

その他
計

現在価値
（千円）

① ② ④ ①×④

評
価
期
間

年
度

割引率
デフ
レータ

費用（千円） 便益（千円）

水産物生
産コスト
削減効果

漁獲機会
の増大効

果

漁獲可能
資源の維
持培養効

果

漁業就労
環境の労
働環境改
善効果

避難・救
助・災害
対策効果

0 0 0

1.125 1.046 4,964 1,086 11,939 173 0

1.170 1.042 0 0 0 0

18,162 20,432

0

0

1.082 1.000 23,898 1,774 16,792 259 0 42,723 46,2260

1.040 1.000 25,194 1,774 21,790 302 0 49,060 51,0220

5,025 66,582 66,582

0.962 1.000 33,277 1,784 27,253 430 5,025

1.000 1.000 32,130 1,784 27,253 390

67,769 65,194

0

0

0.925 1.000 34,932 1,784 33,306 488 5,025 75,535 69,8700

0.889 1.000 36,666 1,812 39,175 563 5,025 83,241 74,0010

5,025 91,738 78,436

0.822 1.000 42,608 3,219 50,914 822 5,025

0.855 1.000 38,898 2,107 45,044 664

102,588 84,327

0

0

0.790 1.000 70,820 163,748 56,948 998 5,025 417,836 330,090120,297

0.760 1.000 73,893 180,127 56,948 1,045 5,025 448,849 341,125131,811

5,025 484,858 354,431

0.703 1.000 80,797 217,591 56,948 1,149 5,025

0.731 1.000 77,105 199,447 56,948 1,090

519,610 365,286

145,243

158,100

0.676 1.000 82,942 229,633 56,948 1,181 5,025 542,253 366,563166,524

0.650 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197 5,025 693,272 450,627173,240

5,025 693,272 433,295

0.601 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197 5,025

0.625 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197

693,272 416,656

173,240

173,240

0.577 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197 5,025 693,272 400,018173,240

0.555 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197 5,025 693,272 384,766173,240

5,025 693,272 370,207

0.513 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197 5,025

0.534 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197

693,272 355,649

173,240

173,240

0.494 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197 5,025 693,272 342,476173,240

0.475 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197 5,025 693,272 329,304173,240

5,025 693,272 316,132

0.439 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197 5,025

0.456 1.000 84,299 372,563 56,948 1,197

693,272 304,346

173,240

173,240

0.141 1.000 42,564 317,345 29,695 710 0 522,854 73,722132,540

0.135 1.000 40,582 311,550 29,695 674 0 510,627 68,935128,126

0 486,444 63,238

0.125 1.000 34,259 291,368 17,773 551 0

0.130 1.000 37,684 302,934 23,642 621

456,726 57,091

121,563

112,775

0.120 1.000 29,397 273,261 11,904 457 0 414,227 49,70799,208

0.116 1.000 21,966 246,730 6,034 310 0 354,886 41,16779,846

0 142,281 15,793

0.107 1.000 2,071 138,044 0 118 0

0.111 1.000 2,817 139,308 0 156

140,233 15,005

0

0

0.103 1.000 1,552 136,359 0 84 0 137,995 14,2130

0.099 1.000 473 135,095 0 36 0 135,604 13,4250

※評価期間は、便益対象施設が複数ある場合、各施設の整備毎に効果が発生するものとして算定
※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

0 134,148 12,744

計 計 11,861,854

0.095 1.000 25 134,112 0 11 0



【整理番号12】

３．効果額の算定方法

（１）水産物生産コストの削減効果

１）防波堤、船揚場の整備に伴う荒天時の漁船上下架時間の短縮及び作業人数の削減

年間避難上下架回数（回/年) ①

対象漁船隻数（隻） ②

避難時上下架・固定作業時間（時間/回）

整備前 ③

整備後 ④

１隻当たり作業人員（人/隻)

整備前 ⑤

整備後 ⑥

漁業者労務単価（千円/人・時間） ⑦

関連事業との按分比 ⑧

総便益額（千円/年）

2）防波堤等の整備に伴う荒天時見回り回数の減少

年間荒天時見回り日数（日/年） ①

1日当り漁業者点検人数（人/日） ②

見回り時間（時間/日） ③

１日当り見回り回数（回/日）

整備前 ④

整備後 ⑤

漁業者労務単価（千円/人・時間） ⑥

関連事業との按分比 ⑦

総便益額（千円/年）

3）防波堤等の整備に伴う陸揚作業時間の短縮

年間出漁限界波高日数（日/年） ①

1日当り出漁隻数（隻/日）

5～10t ②

10～20t ③

１隻当り乗組人員（人/隻）

5～10t ④

10～20t ⑤

乗組人数（人） ⑥

１隻当り陸揚時間（時間/回）

整備前 ⑦

整備後 ⑧

漁業者労務単価（千円/人・時間） ⑨

関連事業との按分比 ⑩

総便益額（千円/年）

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

4

3

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

2.0 調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

1.0

0.5

漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
登録漁船　5t未満　加重平均

27

86

2.0

2.410

0.468

22

33

区分 備考

ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ、H13～H25)
（台風5回+低気圧等17回）

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

3.0

a)関連事業費：  9,542,600千円
b)本事業費　：  8,356,612千円
按分比：b/(a+b)=0.468

a)関連事業費：  9,244,634千円
b)本事業費　：  5,628,846千円
按分比：b/(a+b)=0.380

=①×②×③×（④－⑤）×⑥×⑦

2,047 = ①×②×（③×⑤－④×⑥)×⑦×⑧

2.089

7

港勢調査H25
地元船利用隻数63隻＋外来船利用隻数23隻

31
ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ、H13～H25)
　波高1.5～2.0mの出現日数

81

0.84

区分 備考

304 =①×⑥×（⑦－⑧）×⑨×⑩

=②×④＋③×⑤

漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
全階層

0.380

4,084

漁業経営調査報告書(太平洋中区　H23～26)2.7

3.2

22 港勢調査H21～H25平均

区分

漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
5～20t

0.341
a)関連事業費：  7,793,085千円
b)本事業費　：  3,995,804千円
按分比：b/(a+b)=0.341

2.314

0.67

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

備考

ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ)
（台風5回×2日継続+低気圧17回×1日）



【整理番号12】

4）防波堤等の整備に伴う港内操船時間の短縮

・安全に係船できる係留施設が確保されることにより、港内の混雑が解消され操船時間が短縮される。

年間平均出漁日数（日/年） ①

1日当り出漁隻数（隻/日）

3～5t ②

5～10t ③

10～20t ④

１隻当り乗組人員（人/隻）

3～5t ⑤

5～10t ⑥

10～20t ⑦

乗組人数（人） ⑧

１隻当り港内操船時間（時間/回）

整備前 ⑨

整備後 ⑩

漁業者労務単価（千円/人・時間） ⑪

関連事業との按分比 ⑫

総便益額（千円/年）

5)防波堤等の整備に伴う漁船耐用年数の延長

荒天時に水域係留する漁船隻数（隻） ①

上記漁船の総トン数（トン） ②

平均的な漁船の耐用年数（年） ③

想定される耐用年数の延長（年） ④

漁船の建造費（千円） ⑤

関連事業との按分比 ⑥

総便益額（千円/年）

水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン

備考

35

0.389

区分

444.1

2.033
漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
3～20t

備考

150

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

港勢調査H21～25平均
地元船10t以上 8隻＋外来船5～20t 27隻

区分

港勢調査H21～25平均
22

7

3.2

86 =②×⑤＋③×⑥＋④×⑦

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

0.51

1.5

0.34

a)関連事業費： 9,244,634千円
b)本事業費　： 5,862,180千円
按分比：b/(a+b)=0.389

1,734 =①×⑧×（⑨－⑩）×⑪×⑫

3,073 「造船造機統計調査」H23～26実績 FRP船

0.362
a)関連事業費：  9,244,634千円
b)本事業費　：  5,209,402千円
按分比：b/(a+b)=0.362

21,998 = ②×（1/③－1/(③+④)）×⑤×⑥

7 「実用耐用年数総覧」FRP船

3.17

漁業経営調査報告書(太平洋中区　H23～26)
2.7

3



【整理番号12】

6)防波堤等の整備に伴う係留ロープ等の経費の削減

・港内静穏度の向上により、荒天時に追加使用している係留ﾛｰﾌﾟの経費が削減できる。

対象漁船隻数（隻） ①

ロープ耐用年数（年） ②

ロープ単価（千円/m） ③

１隻当り追加係留ロープ使用延長（m/隻）

整備前 ④

整備後 ⑤

関連事業との按分比 ⑥

総便益額（千円/年）

7）駐車場及び野積場整備に伴う混雑緩和による時間短縮

漁港利用者数（人/日） ①

漁港利用日数（日） ②

１人当り平均短縮時間（時間/人） ③

漁業者の労務単価（千円/人・時間） ④

関連事業との按分比 ⑤

総便益額（千円/年）

0.17

区分 備考

35
港勢調査H21～25平均
地元船10t以上 8隻＋外来船5～20t 27隻

0

100

・駐車や網の仮置きのための用地の不足が解消し、道路交通の混雑が緩和されることにより、漁港内での駐車や通行に要する時間が短縮される。

2 原価償却資産の耐用年数表（シート・ロープ）

0.72 積算資料　ナイロンロープ30mm

2.114
漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
全階層

5,832 = ①×②×③×④×⑤

港勢調査H21～25平均
海上作業従事者93人＋陸上作業従事者91人

0.588
a)関連事業費： 111,690千円
b)本事業費　： 159,628千円
按分比：b/(a+b)=0.588

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

0.362
a)関連事業費：  9,244,634千円
b)本事業費　：  5,209,402千円
按分比：b/(a+b)=0.362

456 = (①/②)×③×(④－⑤)×⑥

区分 備考

150

184



【整理番号12】

8)係留施設の整備に伴う漁獲物等の陸上輸送経費の削減

・運搬船が接岸可能な泊地・係留施設を整備することにより、燃料や漁獲物を神湊港まで輸送する輸送経費が削減される。

漁獲物出荷

年間出荷日数（回/年） ①

神湊港への陸送時間（往復）（時間/回） ②

１日当り陸送回数（回/日） ③

作業員数（人/回） ④

作業員労務単価（千円/人・時間） ⑤

運搬車（活魚等）経費（千円/日） ⑥

燃料運搬

燃料運搬回数（運搬船）（回/年） ⑦

神湊港からの陸送時間（往復）（時間/回） ⑧

作業員数（人/回） ⑨

作業員労務単価（千円/人・時間） ⑩

タンクローリー輸送経費（千円/日） ⑪

漁獲物出荷による年間便益額 ⑫

燃料運搬経費の削減による年間便益額（千円/年） ⑬

総便益額（千円/年）

9）係留施設の整備に伴う準備作業時間の短縮

年間平均出漁回数（日/年） ①

1日当り出漁隻数（隻/人）

5～10t ②

10～20t ③

１隻当り乗組人員（人/隻）

5～10t ④

10～20t ⑤

乗組人員（人） ⑥

１隻当り準備時間（時間/回）

整備前 ⑦

整備後 ⑧

漁業者労務単価（千円/人・時間） ⑨

総便益額（千円/年）

150

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

2,850

漁業経営調査報告書(太平洋中区　H23～26)

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

12,691 =①×⑥×（⑦－⑧）×⑨

22

7

区分

1,616 = ①×（②×③×④×⑤＋⑥）

1,234 = ⑦×（⑧×⑨×⑩＋⑪）

= ⑫＋⑬

港勢調査H21～H25平均

備考

2

3

2.172
H27毎月勤労統計調査年報（厚生労働省）
一般労働者

28

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

1

2.172
H27毎月勤労統計調査年報（厚生労働省）
一般労働者

46

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

区分

26

備考

0.67

44

調査日：平成27年12月10日
調査場所：八幡丸漁業運輸㈱　築地市場内
調査対象者：八幡丸漁業運輸㈱職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

0.67
調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成27年12月10日
調査場所：八幡丸漁業運輸㈱　築地市場内
調査対象者：八幡丸漁業運輸㈱職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

1.33

0.83

2.089
漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
5～20t

2.7

3.2

81 = ②×④＋③×⑤



【整理番号12】

10）防波堤等の整備に伴う外来船の操業経費の削減

県外利用漁船隻数（隻）

5～10t ①

10～20t ②

操業日数（日/年）

5～10t ③

10～20t ④

年間航海数（回/年）

整備前

5～10t ⑤

10～20t ⑥

整備後

5～10t ⑦

10～20t ⑧

１隻当たり１回移動経費（千円/回・隻)

5～10t ⑨

10～20t ⑩

関連事業との按分比 ⑪

総便益額（千円/年）

・県外漁船用の安全な係留施設を確保し、漁場前進基地としての利用を可能とすることにより、長期操業が可能となり、漁場までの移動経費が削減できる。

備考区分

= ( ①×（⑤－⑦）×⑨＋②×（⑥－⑧）×⑩ )
×⑪

56

30

168

134

漁業経営調査報告書(太平洋中区　H22～26平均)

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

84

58

74

44

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

⑤：　③/2日 =84回/年　1泊2日
⑥：　④/2日 =67回/年　1泊2日
⑦：　③/3日 =56回/年　2泊3日
⑧：　④/3日 =44回/年　2泊3日

67

32,304

0.480
a)関連事業費： 9,226,167千円
b)本事業費　： 8,464,033千円
按分比：b/(a+b)=0.480

下田～八丈島周辺漁場の往復油代
調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

10



【整理番号12】

（２）漁獲機会の増大効果

1）防波堤の整備に伴う地元漁船の出漁日数の増加

年間漁獲金額（千円/年） ①

採貝藻漁獲金額（千円/年） ②

年間平均出漁日数（日/年) ③

１日当り漁獲金額（千円/日） ④

出漁増加日数（日/年） ⑤

漁業所得率 ⑥

総便益額（千円/年）

2）防波堤等の整備に伴う地元漁船の操業時間の延長

年間漁獲金額（千円/年） ①

採貝藻漁獲金額（千円/年） ②

年間平均海上労働時間（時間/年) ③

単位時間当り漁獲金額（千円/時間） ④

延長できる操業時間（時間/年） ⑤

操業時間が延長できる日数（日/年） ⑥

漁業所得率 ⑦

関連事業との按分比 ⑧

総便益額（千円/年）

港内静穏度の向上により、綱取り作業時間の確保のための操業の早期切り上げが解消され、操業時間が延長できる。

133,129 = ④×⑤×⑥

150

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

4,385 =(①-②)/③

港口の静穏度の不足に起因する休漁が解消され、出漁回数の増加が期待できる。

区分 備考

658,286

497

港勢調査H21～H25平均

31
ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ、H13～H25)
波高1.5～2.0mの出現日数（台風、低気圧の日及び
その前後各1日を除く）

1,200

150日×8時間
調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

548 =(①-②)/③

3

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

497

44
ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ、H13～H25)
台風・低気圧等　22回×前後各1日

0.69 漁業経営調査報告（H26　太平洋中区平均）

0.69 漁業経営調査報告（H26　太平洋中区平均）

区分 備考

658,286 港勢調査H21～H25平均

11,995 = ④×⑤×⑥×⑦×⑧

0.341
a)関連事業費： 7,793,085千円
b)本事業費　： 3,995,804千円
按分比：b/(a+b)=0.341

港勢調査H21～H25平均
採貝藻は、漁業実態や資源管理等の面から出漁日
数増による所得増には含めない

港勢調査H21～H25平均
採貝藻は、漁業実態や資源管理等の面から出漁日
数増による所得増には含めない



【整理番号12】

3）防波堤等の整備に伴う外来船の操業時間の延長

県外利用漁船隻数（隻）

5～10t ①

10～20t ②

操業日数（日/年）

5～10t ③

10～20t ④

年間航海数（回/年）

整備後

5～10t ⑤

10～20t ⑥

1隻1航海当たり増加操業時間（時間/回・隻） ⑦

１隻１時間当り漁業収入（千円/時間・隻)

5～10t ⑧

10～20t ⑨

関連事業との按分比 ⑩

総便益額（千円/年）

4）防波堤等の整備に伴う外来船の出漁日数の増加

出漁増加日数（日/年） ①

県外利用漁船隻数（隻）

5～10t ②

10～20t ③

１隻１日当り漁業所得（千円/日・隻)

5～10t ④

10～20t ⑤

関連事業との按分比 ⑥

総便益額（千円/年）

備考区分

59,136 = （①×②×④＋①×③×⑤）×⑥

107

漁労収入、1日当り海上労働時間、所得率
：漁業経営調査報告(H23～26　太平洋中区)

④：　漁労収入15,543千円/③操業日数168日
　　　　×所得率0.69
⑤：　漁労収入20,783千円/③操業日数134日
　　　　×所得率0.69

0.480
a)関連事業費： 9,226,167千円
b)本事業費　： 8,464,033千円
按分比：b/(a+b)=0.480

168,307 = （①×⑤×⑦×⑧＋②×⑥×⑦×⑨）×⑩

64

0.480
a)関連事業費： 9,226,167千円
b)本事業費　： 8,464,033千円
按分比：b/(a+b)=0.480

10

30

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

168

134

漁業経営調査報告書(太平洋中区　H22～26平均)

56

漁労収入、1日当り海上労働時間、所得率
：漁業経営調査報告(H23～26　太平洋中区)

⑧：　漁労収入15,543千円/③操業日数168日
　　　　/労働時間7.56時間×所得率0.69
⑨：　漁労収入20,783千円/④操業日数134日
　　　　/労働時間4.65時間×所得率0.69

8.4

23.0

10

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

⑤：　③/3日 =56回/年　2泊3日
⑥：　④/3日 =44回/年　2泊3日

区分 備考

・県外漁船用の安全な係留施設を確保し、漁場前進基地としての利用を可能とすることにより、これまで出漁を見合わせていた日の出漁が可能となり、出漁日数が増加する。

44

32
ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ、H13～H25)
波高2.0～2.5mの出現日数

10

30

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

・県外漁船用の安全な係留施設を確保し、漁場前進基地としての利用を可能とすることにより、長期操業が可能となり、操業時間が延長できる。



【整理番号12】

（３）漁獲可能資源の維持・培養効果

1）防波堤の整備に伴い創出される資源培養効果

・消波ブロックの整備によりイセエビの資源量が増大する。

原単位（m2/t・年） ①

整備面積（m2) ②

増加陸揚量（t/年） ③

イセエビの単価（千円/t） ④

漁業所得率 ⑤

関連事業との按分比 ⑥

総便益額（千円/年）

（４）漁業就労環境の労働環境改善効果

１）防波堤・船揚場整備に伴う労働環境の改善

年間避難上下架回数（回/年) ①

対象漁船隻数（隻） ②

上下架・固定作業時間（時間/回） ③

１隻当り作業人員（人/隻） ④

漁業者労務単価（千円/人・時間） ⑤

作業の基準値

整備前 ⑥

整備後 ⑦

関連事業との按分比 ⑧

総便益額（千円/年）

2）防波堤等の整備に伴う荒天時見回り作業の安全性向上

年間荒天時見回り日数（日/年） ①

１日当り漁業者点検人数（人/日） ②

見回り時間（時間/回） ③

１日当り見回り回数（回/日） ④

漁業者労務単価（千円/人・時間） ⑤

作業の基準値

整備前 ⑥

整備後 ⑦

関連事業との按分比 ⑧

総便益額（千円/年）

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

 = ①×②×③×④×⑤×（⑥－⑦）×⑧

a)関連事業費：  9,244,634千円
b)本事業費　：  5,628,846千円
按分比：b/(a+b)=0.380

2

1.113

2

0.468

整備幅35m×整備延長60m+120m

= ②/①

八丈島漁協のH23～25イセエビ平均単価

0.669
a)関連事業費： 1,451,549千円
b)本事業費　： 2,936,747千円
按分比：b/(a+b)=0.669

区分

3

4,406

0.69 漁業経営調査報告（H26　太平洋中区平均）

56,948 = ③×④×⑤×⑥

33

0.380

139

水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン
(H28)
　⑥Bランク：過重労働
　⑦Cランク：通常労働

1.113

1.000

区分 備考

225 近隣漁港における実績より

6,300

28.0

備考

22
ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ、H13～H25)
（台風5回+低気圧等17回）

0.5

923  = ①×②×③×④×⑤×（⑥－⑦）×⑧

2.314
漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
全階層

1.000

水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン
(H28)
　⑥Bランク：過重労働
　⑦Cランク：通常労働

区分

86

a)関連事業費：  9,532,600千円
b)本事業費　：  8,356,612千円
按分比：b/(a+b)=0.468

備考

27
ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ、H13～H25)
（台風5回×2日継続+低気圧17回×1日）

2.410
漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
5t未満

港勢調査H25
地元船利用隻数63隻＋外来船利用隻数23隻



【整理番号12】

3）防波堤等の整備に伴う陸揚作業の安全性向上

年間出漁限界波高日数（日/年） ①

１日当り出漁隻数（隻/日）

5～10t ②

10～20t ③

１隻当たり乗組員数（人/隻)

5～10t ④

10～20t ⑤

１日当り出漁隻数（隻/日） ⑥

１隻当り陸揚時間（時間/回） ⑦

漁業者労務単価（千円/人・時間） ⑧

作業の基準値

整備前 ⑨

整備後 ⑩

関連事業との按分比 ⑪

総便益額（千円/年）

81 = ②×④＋③×⑤

2.7

3.2

22

7

港勢調査H21～H25平均

1.000

1.113

0.67

漁業経営調査報告書(太平洋中区　H23～26)

2.089
漁業経営調査報告書(太平洋中区 H23～26平均)
5～20t

水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン
(H28)
　⑨Bランク：過重労働
　⑩Cランク：通常労働

0.341
a)関連事業費：  7,793,085千円
b)本事業費　：  3,995,804千円
按分比：b/(a+b)=0.341

135  = ①×⑥×⑦×⑧×（⑨－⑩）×⑪

区分 備考

ＮＯＷＰＨＡＳ(波浪観測データ、H13～H25)
　波高1.5～2.0mの出現日数

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

31



【整理番号12】

（５）避難・救助・災害対策効果

１）漁港整備に伴う海難損失の回避

漁船隻数（隻/年） ①

漁船規格（トン/隻） ②

避難対象延べ隻数（隻/年） ③

避難機会（回/年） ④

漁船建造費（千円/ｔ） ⑤

海難損傷別発生率 ⑥

全損

重損傷

軽損傷

避難漁船１隻当り平均損失額（千円/隻） ⑦

全損

重損傷

軽損傷

避難漁船１隻当り平均漁業休業損失額（千円/隻） ⑧

全損

重損傷

軽損傷

海難損傷別船体損傷率 ⑨

全損

重損傷

軽損傷

海難損傷別修繕期間（日/隻） ⑩

全損

重損傷

軽損傷

漁業休業損失額（円/隻・日） ⑪

海難損傷別人的被害額（負傷）（千円/隻） ⑫

全損

重損傷

軽損傷

海難損失回復効果（千円/隻） ⑬

全損

重損傷

軽損傷

年間便益額（千円/年） ⑭

按分率（％） ⑮

総便益額（千円/年）

0.193

港湾投資の評価に関する解説書2011
本州南岸

0.136

0.153

360,916

14,367

沖合
操業
漁船

沖合
操業
漁船

0.2

180

32,270

22,589

2,395

1,117

②×⑤×⑨
※海難損傷別に算出

区分

6,454

3,227 「造船造機統計調査」H23～26実績 FRP船

79,819

⑩×⑪
※海難損傷別に算出

港湾投資の評価に関する解説書2011

1.0

0.7

備考

沖合
操業
漁船

3 調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：漁業協同組合職員
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：ヒアリング調査

10.0

30.9

10.3 H25～H27　年間波浪警報発令平均回数

30

14

⑬の計

0.480
a)関連事業費： 9,226,167千円
b)本事業費　： 8,464,033千円
按分比：b/(a+b)=0.480

173,240 ⑭×⑮

漁業経営調査報告(H22～26、太平洋中区),所得率0.69考慮

港湾投資の評価に関する解説書2011
186

186

0

③×⑥×（⑦＋⑧＋⑫）
※海難損傷別に算出

196,769

118,996

45,151



【整理番号12】

（６）その他

１）船揚場整備によるプレジャー船利用利便の向上

・船揚場整備後は、プレジャー船の斜路による上下架が可能となり利用性が向上する。

プレジャー船利用隻数（隻）

プレジャーボート ①

水上バイク ②

年間上下架回数（回/年）

プレジャーボート ③

水上バイク ④

上下架時間（時間/回）

整備前

プレジャーボート ⑤

水上バイク ⑥

整備後

プレジャーボート ⑦

水上バイク ⑧

上下架人員（人/隻）

プレジャーボート ⑨

水上バイク ⑩

時間価値（千円/人・時間） ⑪

プレジャー船利用者年間便益（千円/年） ⑫

水上バイク利用者年間便益（千円/年） ⑬

総便益額（千円/年） 5,025  = ⑫＋⑬

40

10

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：施設利用者
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：アンケート調査

4回/月×6か月（4,5,6,7,8,9月）
調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：施設利用者
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：アンケート調査

24

24

1.33

1.00

0.33

0.17

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：施設利用者
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：アンケート調査

⑤上架40分、下架40分
⑥上架30分、下架30分
⑦上架10分、下架10分
⑧上架 5分、下架 5分

2.172
H27毎月勤労統計調査年報(厚生労働省)
一般労働者

区分 備考

3,461

2

 = ②×④×（⑥－⑧）×⑩×⑪

3

調査日：平成27年11月24日
調査場所：八丈島漁業協同組合会議室
調査対象者：施設利用者
調査実施者：東京都職員
調査実施方法：アンケート調査

1,564  = ①×③×（⑤－⑦）×⑨×⑪


